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平成 23 年度 東松島市復興まちづくりプロジェクト 概要報告 

財団法人 東北活性化研究センター  

１.プロジェクトの背景  
東日本大震災に見舞われた被災地の復旧・復興を支援するために、当センターで

は、復興まちづくりプロジェクト支援事業を企図し、支援を希望する自治体を公募

した。平成 23 年５月に宮城県東松島市からの依頼があり、23 年度事業「東松島市

復興まちづくりプロジェクト」として採択し、同プロジェクトを始動した。 

沿岸部に平坦地が多い東松島市（人口 43,225 人）は、津波による甚大な被害を受

けた。浸水地域は市街地の 65％に及び、死者・行方不明者 1,063 名、家屋の全壊 5,484

戸、大規模半壊・半壊は 5,545 戸になった。ピーク時の避難者数は 15,185 人であり、

仮設住宅戸数は 1,800 戸以上となった。 

東松島市の被災状況 

松

被害状況（平成24年2月28日現在）

浸水高 野蒜海岸 最大10.35ｍ 大曲浜地区 最大5.77ｍ

浸水域
市全体37Ｋ㎡ （全市域102Ｋ㎡の36％）
市街化区域 ８Ｋ㎡ （全市街化区域12Ｋ㎡の65％）

人的被害 死者1,006人 行方不明者数57人

住家被害

全壊 5,484棟 うち流出1,264棟
大規模半壊 3,050棟
半壊 2,495棟
一部損壊 3,518棟
計 14,547棟（全世帯15,080世帯の96％）

避難者等 避難者数 15,185人 避難所数86施設 （ピーク時）

仮設住宅 21箇所 1,808戸

人口：43,225人 世帯数：15,080世帯 （平成23年3月1日現在）

 

多くの被災自治体では、壊滅的な被害を受けた沿岸部地区を中心に、今後の土地

利用のあり方、住宅やインフラ整備、生業復興など、将来的なまちの姿を見据えた

ビジョンの策定に取組んでいた。 

東松島市においても、早くから職員を中心とした「土地利用ワーキング会議」を

立ち上げ、被災地域の土地利用計画について検討を重ねてきたが、二度と悲劇を繰

り返さない安全・安心のまちづくりに向けて、市全体の総合的な復興計画の策定が

急務となっていた。 
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２.プロジェクトの目的と内容  
当センターでは、「東松島市復興まちづくりプロジェクト」（以下、プロジェク

ト）として、「①地域特性に即した復興まちづくり計画策定支援」と「②コミュニ

ティ再生に向けた活動支援体制の提案」の２つのメニューを掲げ、東松島市との協

働により取組んだ。なお、ハード的な土地利用計画に関しては既に先行しているこ

とから、主にソフト分野における計画策定を分担した。 

東松島市復興まちづくりプロジェクトの目的・目標 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

目標１  

 
復興まちづくり計画策定スキームを提示し、地域コミュニテ

ィ等との協働で計画策定に取組む。  

目標２  
 
復興まちづくり計画実現のためのコミュニティ再生・創造に

向けた方策と支援体制構築の提案を行う。  

地域特性に即した復興まちづくり計画策定支援  

コミュニティ再生に向けた活動支援体制の提案  

目 的  
地域主体の復興まちづくり計画を策定するとともに、コ

ミュニティ再生に向けた住民活動を支援する。 

 

「①復興まちづくり計画策定支援」では、計画策定フレームと体制づくりの検討

から始め、計画策定に関わる各種会議、ワークショップの運営と記録、計画のとり

まとめをサポートした。策定にあたっては、地域住民・地域コミュニティの意向に

ていねいに耳を傾け、復旧・復興への意欲につなげていくための「住民参加」の場

をつくることに注力した。 

あわせて「②コミュニティ活動支援体制の提案」として、計画実現の主体でもあ

る地域コミュニティ再生に向けた支援体制のあり方について提案した。東松島市は、

震災以前から「協働のまちづくり」に先進的に取組んでおり、市全体を８つの地区

に分けて各地区に住民自治協議会を組織し、地区単位のまちづくりを推進してきた。

震災時も、この自治協議会やその拠点である市民センターを中心とした避難所運営

や被災者支援活動が活発に行われている。未曾有の災害を経て、多くの住民が「地

域のつながり」の大切さに改めて気がついた。その思いを、今後のまちづくりやコ

ミュニティ活動に結びつけていく仕組みづくりに留意した。 

なお、当初はモデル地区を選定し、コミュニティ活動支援を具体的に試行する予

定であったが、被災コミュニティでの実施は未だ困難な状況にあった。そのため、

支援体制の仕組みを計画に明記することで、今後の取組みにつなげるように変更し

ている。 
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３.プロジェクトの推進体制  
プロジェクトの実施にあたり、地域コミュニティ支援に向けた制度設計や地域計

画についての第一人者である櫻井常矢氏（高崎経済大学准教授）と鈴木孝男氏（宮

城大学助教）の両氏をプロジェクト・リーダーに迎え、東松島市担当課(復興政策課)

とともに計画策定に向けたスキームの検討と、その具体化に取り組んだ。 

４．計画策定の経緯と体制  
平成 23 年５月からプロジェクト・リーダーとともに東松島市担当課との「準備

会」を行い、計画策定フレーム、プロセスについて検討を重ねた。計画策定の視点

として、以下のことを確認した。 

 ■将来もこのまちに住み続けたいと思える希望のある計画にすること 

 ■市民協働で復興を目指していくメッセージを、市民に伝えること 

 ■住民参加の場づくりと情報提供をていねいに行うこと 

 ■庁内横断的な体制で取組むこと、そのための情報共有を行うこと 

 

 

計画の策定体制として、第１に復興の主体となる住民が自ら計画を議論する場を

つくることを基本に据えた。被災後の混乱の中で、行政の情報が届きにくくなって

おり、住民の皆さんの不安や焦燥は大きくなっていた。そのため、８地区の住民自

治協議会を単位とする「地区懇談会」（のべ 11 回開催）をワークショップ方式で

実施し、話し合いと情報提供の場を設けながら、意見を拾い上げて計画に反映させ

る仕組みをつくった。また、その話し合いの内容をまとめて、逐次情報提供する「地

区懇談会（ちくこん）たより」（全７号）を発行している。 

さらに、住民主体でまちづくりの将来構想についての議論を行うために、住民自

治協議会、総合計画策定委員、ＮＰＯ、社会福祉協議会、経済団体等で構成する「ま

ちづくり懇談会」（５回開催）を開催した。この議論の成果は、後述する「いっし

んプロジェクト」に反映されている。さらに、未来を担う中学生を対象に「中学生

ワークショップ」を実施し、夢のある東松島市の将来像について話し合ってもらっ

た。 

第２に、各部署をつなぎ庁内横断的な検討が行われるように留意した。そのため

担当部署（復興政策部）を中心に防災、都市計画、教育、福祉、市民協働、産業部

門の職員が一堂に会して情報を共有し考え合う「ワーキング会議」（10 回）を組織

した。ここで策定された計画案をもとにして、専門家＜経済産業、都市計画等＞に

よる「有識者委員会」（５回開催）の助言を受けながら成案へと整えていった。 

６月の着手から半年間の作業を経て、12 月中旬に「東松島市復興まちづくり計画」

として策定を完了した。国の予算措置が決まらない中での策定であったため、具体

的事業の盛り込みには苦労があった。その後、平成 23 年 11 月 21 日に国の第３次補
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正予算が成立して、特に集団移転をはじめとする土地利用事業の復興財源が確保さ

れ、実現への条件が整った。 

 

計画策定体制 

 

東松島市震災復興本部

市民アンケート
市民ヒアリング

パブリックコメント

復興まちづくり懇
談会
①８地区自治協議会
②住民活動団体、ＮＰＯ等
③漁協、農協、商工会等
④社会福祉協議会
各組織代表１名程度

【各団体からの意見・
ニーズ】

土地利用計画
ワーキング会議
①市職員９名
②事務局

【土地利用・都市計
画の見直し】
【現行計画との調整】
等

復興まちづくり計画
ワーキング会議
①学識経験者３名

櫻井常矢（高崎経済大学）
鈴木孝男（宮城大学）
大村道明（東北大学）

②市職員約８名
③事務局、東北活性研

【計画フレーム】
【現状・課題】
【復興の方向】等

地区懇談会
８地区巡回しての住民との話し合い

【計画の趣旨、内容の説明の場】
【まちづくりへの思い・意見】

復興まちづくり計画
有識者委員会
①学識経験者６名
新川達郎（同志社大学）
増田聡（東北大学大学院）
石原慎士（石巻専修大学）
櫻井常矢（高崎経済大学）
鈴木孝男（宮城大学）
大村道明（東北大学）

②市長、関連・担当部署

【専門的見地からの提
案】

 

資料：東松島市「復興まちづくり計画」平成 23 年 

 

策定のプロセス・内容 

項目 内容 月日 

①策定体制づくり 

・庁内ワーキング会議の編成 ５月中旬  
・「有識者委員会」の設置（委員の選定と依頼） 

・「まちづくり懇談会」（委員の選定と依頼） 

・「地区懇談会」（地区ごとの進め方の検討） ５～７月 

②計画フレームの検討 ・位置づけ、目的、基本コンセプト、計画期間、構成 ６月下旬 

③現況、課題の把握 

・被災状況の把握 

・住民意向の把握（地区懇談会・アンケート等） 

・課題の整理 

６～９月 

④委員会開催と検討 
・柱/体系、将来像、基本方針、主要事業（事業内容、

主体、期間等）、リーディングプロジェクト 

６月～12 月 

 

⑤計画策定と調整 
・検討内容整理/計画骨子案、計画案作成、庁内調整 

・パブリックコメント 

８～12 月 
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策定経過 

月 日 内容 計画策定プロセス 

６

月 

13 日 

28 日 

第１回ワーキング会議 

第１回有識者委員会 

策定体制、スケジュール確定 

計画フレームの検討 

７

月 

4 日 

22 日 

26 日 

第２回ワーキング会議 

第３回ワーキング会議 

第１回まちづくり懇談会 

 

 

８

月 

1 日 

4 日 

5 日 

10 日 

10 日 

19 日 

24 日 

25 日 

26 日 

28 日 

第４回ワーキング会議 

大曲地区懇談会① 

宮戸地区懇談会 

大曲地区懇談会② 

小野地区懇談会 

第５回ワーキング会議 

矢本東地区懇談会 

第２回有識者委員会、第２回まちづくり懇談会 

大塩地区懇談会 

野蒜地区懇談会① 

計画骨子案の作成作業 

 

 

 

 

 

 

計画骨子案の検討① 

９

月 

5 日 

7 日 

12 日 

13 日 

19 日 

20 日 

20 日 

22 日 

矢本西地区懇談会 

第６回ワーキング会議 

赤井地区懇談会 

第３回有識者委員会 

野蒜地区懇談会② 

大曲地区懇談会③ 

中学生ワークショップ（鳴瀬二中、矢本二中） 

第７回ワーキング会議、第３回まちづくり懇談会 

 

 

 

計画骨子案の検討② 

 

 

 

計画案の作成作業 

10

月 

14 日 

14 日 

第８回ワーキング会議 

第４回まちづくり懇談会 

 

11

月 

15 日 

29 日 

 

第９回ワーキング会議 

第４回有識者委員会、第５回まちづくり懇談会 

パブリックコメント（12 月 5 日まで） 

 

計画案の検討① 

 

12

月 

5 日 

13 日 

第 10 回ワーキング会議 

第５回有識者委員会 

 

計画案の検討② 策定完了 

３

月 

8 日 

 

第 11 回ワーキング会議 計画策定後の事業進捗について 

資料：東松島市「復興まちづくり計画」平成 23 年 

５．計画の概要  
計画では、東松島市が目指すまちの姿を「まちの将来像」とし、その実現に向け

た４つの「基本方針」を掲げた。この基本方針に沿って「分野別取組み」と具体的

な事業内容を表す「主な実施事業」を挙げている。また、被災状況に応じた復興ま

ちづくりの整備方向を明らかにするため「地区別土地利用計画」を示している。 

計画内容として、二度と同じ悲劇を繰り返さないための「防災自立都市」の構築

と、そのための土地利用のあり方や集団移転事業による新しいまちづくりの方向を

示している。また、将来的な方向としては、跡地利用を踏まえた再生可能エネルギ

ー産業の確立、「地産地消」の推進により生業を地域で支える仕組みをつくってい

くなど、持続可能な地域循環型経済社会の構築を目指している。  
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計画の構成 

まちの将来像

基本方針
【１】防災・減災による災害に強いまちづくり
【２】支え合って安心して暮らせるまちづくり
【３】生業の再生と多様な仕事を創るまちづくり
【４】持続可能な地域経済・産業を創るまちづくり

あの日を忘れず ともに未来へ 「東松島市一心」

１．災害に強く 安全なまち
２．安心して 笑顔で暮らせるまち
３．産業を育て 働く場をつくるまち

【第１章】

分野別取組み

リーディング
プロジェクト

地区別土地利
用計画

【第１章】

【第２章】

【第３章】

【第４章】

重点プロジェクト

いっしん（一新、
一心）プロジェクト

取組項目

主な実施事業

短期的事業（３年以内）

中期的事業（５年以内）

緊急的事業（１年以内）

長期的事業（10 年以内）

 

 

計画の内容（抜粋）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【１】防災・減災による災害に強いまちづくり ～防災自立都市の形成～ 

 多重防御（海岸堤防、内陸堤防、かさ上げ道路等）によって津波の威力を減衰させ、避

難路、避難場所等の防災体制の強化により、命を守る「防災・減災型都市」をつくる。 

 被災時にも自立できるよう地域内でのエネルギー、食の自給力を高めるとともに、互いに

助け合える災害支援ネットワークつくり、災害に強い「防災自立都市」を実現する。 

【２】支え合って安心して暮らせるまちづくり                  

 仮設住宅環境の向上、災害公営住宅等の恒久住宅の整備とともに、福祉、教育等を

より充実させ、子どもから高齢者まで誰もが安心して暮らしやすい生活環境をつくる。 

 ８地区住民自治協議会等の地域コミュニティの自治の力を育み、互いに支え合える地

域社会をつくる。 

【３】生業の再生と多様な仕事を創るまちづくり                 

 農業、漁業、商業、製造業、観光業等の生業の基盤整備に早急に取り組む。 

 企業誘致の促進やソーシャル・ビジネス(社会的起業)等の立ち上げを支援し、地域の仕

事や雇用の場をつくる。 

【４】持続可能な地域経済・社会を創るまちづくり 

 エネルギー・環境問題を解決する新たな仕組みや産業を育てる。 

 「地産地消」を進めて生業を再生・維持し、地域循環型経済社会を構築する。 

資料：東松島市「復興まちづくり計画」平成 23 年 
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さらに、これらの実現に向けて力点を置いて取組む事業を、「リーディングプロ

ジェクト」として取り上げている。そのうち優先的に実施していく事業を「重点プ

ロジェクト」、将来に向けて取組む事業を「いっしんプロジェクト」（一新、一心

の意）としている。 

リーディングプロジェクトの概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：東松島市「復興まちづくり計画」平成 23 年 

 

２地域産業の持続・再生プロジェクト 

生業の基盤整備を早期に回復させ、経営の

安定を図ります。また、「産業復興ビジョン」を

つくり、将来を見据えた生業の継続、振興に取

組みます。 

〔内容例〕 

■農・漁・観光・製造業等を融合した産業創 

出とマーケティング戦略等の強化 

■地域課題解決型のソーシャル・ビジネス（社 

会的起業）、地域資源を活用したコミュニテ 

ィ・ビジネスの創出による多様な仕事づくり 

■集団移転後跡地を利用した企業誘致 

１安全で魅力ある暮らしプロジェクト 

①歩いて暮らせるまちづくり 

歩いて暮らせる範囲（徒歩20 分圏域）に、

移転住宅・災害公営住宅のほか、学校等の

公共施設、商業・医療機関等の立地を進

め、暮らしやすいまちづくりを推進します。 

②住みやすいまちなか住宅づくり 

居住住民のニーズに合った、住みやすい

災害公営住宅にするために、住民参加によ

る「モデル住宅」の企画と、先行的な整備に

取組みます。 

 

２分散型地域エネルギー自立都市プロジ 

ェクト 

分散型再生可能エネルギー（太陽光、風

力、バイオマス等）システムや情報通信技術を

導入することによって、エネルギー自給による

「防災自立都市」を実現し、誰もが安心して暮

らせる、持続可能なまちづくりのモデルを構築

します。 

〔内容例〕 

■公共施設への小規模再生可能エネルギー 

導入、緊急時情報通信基盤の構築 

■省エネ型住宅モデル、低炭素型交通システ

ムの導入、防災、福祉・医療環境の充実 

■「環境未来都市」※注の重点的推進 

１地域コミュニティの再興プロジェクト 

①地域コミュニティの再興 

集団移転促進協議会の検討、防災体制

の強化、復興地域計画（仮称）の策定など

の、地域コミュニティの住民自治活動を促進

していきます。そのため、活動を支援する「復

興まちづくり推進員」を配置します。 

②復興まちづくりへの市民参画 

市民・コミュニティ、ＮＰＯ、企業等が、当事

者として復興まちづくりに参加するために、

「復興まちづくり市民委員会」（仮称）を組織し

て、事業内容の協議、推進、評価をしていく

体制をつくります。 

重
点
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト 
い
っ
し
ん
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト 

暮らし・コミュニティ分野 産業・経済分野 

将  来 持続可能で安全・安心なまちづくりの実現 

リーディングプロジェクトの実現には、地域内外の民間活力を集めた体制づくりが必要となりま

す。既存産業の持続・再生、エネルギー分野等の新産業創出、まちづくりなどの専門的、総合的

な事業を担う「東松島市復興事業推進機構」（仮称）を組織し、推進していきます。 
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重点プロジェクトでは、沿岸部からの集団移転後のまちづくりの姿として、高齢

社会を見据えて徒歩圏内に生活機能を集約した「歩いて暮らせるまちづくり」（コ

ンパクトシティ）を提示している。さらに、今後、急がれる災害公営住宅の整備に

あたって、地区コミュニティのつながりや、居住者の意向を踏まえた住みやすい住

宅をつくるために、「モデル住宅」の先行整備に取組むことを提案した。  

また、いっしんプロジェクトでは、将来の産業創造とまちづくりを展望した「分

散型地域エネルギー自立都市プロジェクト」を掲げている。これは、既述の持続可

能なまちづくりモデルを構想したもので、平成 23 年度に東松島市が採択された「環

境未来都市構想」（内閣府）と連動した事業内容になっている。  

そして、これらのリーディングプロジェクトを実現するための推進主体として、

市内のコミュニティ、企業、関連団体、ＮＰＯ、行政に加え、外部の企業、専門家

等とネットワークしたコンソーシアム型組織である「東松島市復興事業推進機構

（仮称）」の設立を挙げている 

 

６. 地域コミュニティ再生に向けた活動支援体制の提案  
今後の新しいまちづくりを進めていくにあたって、地域コミュニティの自治力、

支え合いの力を涵養していくことが不可欠となる。抽選で分散入居している仮設住

宅のコミュニティをどのようにつくっていくか、（そもそも仮設住宅は他地区に立

地していることから）立地先のコミュニティと仮設コミュニティとの関係をどのよ

うに構築していくか等の問題がある。今後の集団移転についても、被災前のコミュ

ニティ住民同士で話し合い、意思決定していくことが求められている。  

そのため、計画本文並びにリーディングプロジェクト「地域コミュニティ再興プ

ロジェクト」に、地域コミュニティ再生への事業を盛り込んだ。例えば、集団移転

や道路、学校等の公共施設のあり方や防災体制等について地区単位で話し合い、「復

興地域計画」を策定することを提示している。同計画に挙げた地区重点事業につい

てはモデル的に実施できるような仕組みを担保している。 

復興地域計画の策定は、地区住民主体のまちづくりへの意識醸成と合意形成への

ステップとして位置付けられる。しかし、被災地区のみならず多くの地区では、住

民の話し合いの場づくりや、住民自治協議会の再建から取組まなければならず、専

門的できめ細かなコミュニティ活動支援システムの構築が必要になっている。その

ため、専門ノウハウを持つ「復興まちづくり推進員」を配置し、地域コミュニティ

の話し合い支援、計画策定支援、外部との連携支援、人材育成支援を行う体制を提

示している。実際に、東松島市では、宮城大学が県の緊急雇用創出事業により採用
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した４名、およびＪＩＣＡが雇用した３名が復興まちづくり推進員として活躍して

いる。 

被災地コミュニティでは、このような専門的スタッフによるサポートが継続的に

行われることが望まれよう。なお、東松島市では、平成 24 年度から、計画に即して

復興地域計画やコミュニティ活動支援を重点的に行うコミュニティモデル事業に着

手する予定である。 

 

地域コミュニティ活動支援体制 

復興まちづくり計画市

地
区
（小
学
校
区
等
）

復興まちづくり
推進員

A地区計画

B地区計画

C地区計画

有識者会議
まちづくり懇談会

A地区復興
まちづくり協議会

B地区復興
まちづくり協議会

C地区復興
まちづくり協議会

策定

住民ニーズ発信

避難離散
住民等

支援体制
コミュニティ

（計画策定主体）東松島市

環
境
・エ
ネ
ル
ギ
ー

防
災
・防
犯

健
康
・福
祉

都
市
基
盤

教
育
・文
化

復興地域計画

大学
研究機関
ＮＰＯ等

サポート

ニーズ集約

策定

策定支援

検
討
事
項

設置支援

産
業
・雇
用

自
治
・協
働

集
団
移
転
促
進
協
議
会

話し合い支援

 
 

 

参考：東松島市復興まちづくり計画について  
http://www.city.higashimatsushima.miyagi.jp/kakuka/fukko/doc/HMfukkoplan.pdf 

復興まちづくり推進員について  
http://www.comiren311.org/suishinin.html  
http://hmms0311fm.da-te.jp/ (活動ブログ) 

以上  

資料：東松島市「復興まちづくり計画」平成 23 年 

http://www.comiren311.org/suishinin.html�
http://hmms0311fm.da-te.jp/�
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